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はじめに
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第20条に基づき、男女共同参画計画の推進に関する施策の平成25年
度実績及び平成26年度実施状況を取りまとめたものです。
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第　1　部

現状と課題





１   政策・方針決定過程等への女性の参画の拡大

3　働く場における男女共同参画の推進

2　男女共同参画についての理解の促進と
　　教育・学習の充実

　行政や企業をはじめとするさまざまな団体等の政策・方針決定過程への女性の参画は、

社会の多くの分野で徐々に進んでいますが、まだ低い状況です。

　男女がともに、さまざまな活動に参画して個性と能力を発揮することができ、また、男

女双方の視点を活かして、将来にわたって持続可能で、多様性に富んだ活力ある社会を築

くために、社会のさまざまな分野で女性の参画の拡大が必要です。

　家庭、職場・学校、地域社会など社会のさまざまな場で、誰もが個性と意欲に応じて能

力を十分に発揮できる機会が確保されるように、男女それぞれの自由な選択や活動を制約

する要因となっている意識や慣行などを見直していく必要があります。

　男女共同参画についての理解の促進や、男女がともに、個性と能力に応じた職業選択や

人生設計ができるような教育の充実等も重要です。

　第一子出産に際して約６割の女性が退職しており、女性が希望に応じて働き続けること

ができ、また、出産・育児等のために退職した女性が希望に合った再就職ができるような

支援や環境づくりが重要です。

　男女雇用機会均等法などの法制度は整備されてきましたが、多くの職場で、実質的な男

女の機会・待遇の均等が実現しているとはいい難い状況があります。

　女性による起業は、多様な働き方の一つとして、また、女性の視点や能力を活かした社

会の活性化のために重要です。　
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４　仕事と生活の調和の推進                                      

６　男性の課題に対応した男女共同参画の推進

５　ライフスタイルに応じた子育て支援等の充実

　長時間労働が日常化すると、心身の健康に悪影響を生じるおそれがあり、家庭や地域社

会に関わる時間の確保が難しくなります。共働き世帯でも、家事・育児・介護等は主に女

性が担っていることが多く、長時間労働を前提とした職場で女性が働き続けることは困難

です。

　府民一人ひとりが、仕事上の責任を果たしつつ家庭生活や地域活動なども充実させるた

めに、また、育児や介護等により時間に制約のある人がともに働き続けるために、仕事と

生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現が必要です。

　企業にとっても、ワーク・ライフ・バランスを進めることは、従業員の意欲の向上や優

秀な人材の確保などに役立ちます。

　次代を担う子どもの育成と、片働き、共働き、ひとり親の世帯を問わず、子育て家庭を

社会全体で支援し、男女が共に子育てに喜びや生きがいを感じることができる社会を実現

する必要があります。

　子育ての経済的・精神的負担の軽減や子育て家庭の孤立防止等のために、地域で子育て

を支えるつながりづくりや、社会全体で子育てを支えることが必要です。

　男女共同参画は社会全体にとって重要ですが、女性のための施策であると受け取られる

ことも多く、男女共同参画についての男性の理解促進が必要です。

　長時間労働等による心身の健康問題や、家庭生活や地域社会への参画等の男性の課題へ

の対応が重要です。

　団塊世代の男性の本格的な退職が始まっており、高齢男性の孤立防止と地域参画による

新たな生きがいづくり、高齢男性の能力を活かした地域の活性化が必要です。



７　家庭・地域における男女共同参画の推進

９　女性に対するあらゆる暴力の根絶

８　多様な立場の府民が安心して暮らせる環境の
　　整備

　地域力を高め、誰もが暮らしやすい社会を築くため、男女が地域のさまざまな活動に参

画し、多様な視点と能力を活かして家庭や地域の課題解決に取り組むことが重要です。

　そのために、ワーク・ライフ・バランスの推進による男性の家庭・地域社会への参加促

進、女性のこれまで参画が少なかった分野での参画と活躍の促進等が必要です。

　厳しい経済・雇用情勢の中で、失業や低収入等による生活困難者が増加しています。

　男女の賃金格差や、非正規雇用の女性が多いことから、貧困等の生活困難者は女性に多

く、特に、母子世帯や高齢単身女性において深刻です。

　男性の場合も、高齢単身男性や父子世帯の生活困難者が増加し、経済的問題に加えて地

域社会での孤立による生活困難に陥る場合もあります。

  生活困難については、男女それぞれのライフスタイルやおかれている状況を視野に入れ

た対策が必要です。

　また、地域で生活する多様な人々の中にはさまざまな人権問題により困難な状況におか

れている人もおり、これらの人々が女性であることでさらに複合的に困難な状況におかれ

ている場合があることに留意して、男女共同参画の視点に立った取組が必要です。

　ＤＶ（配偶者等からの暴力、ドメスティック・バイオレンス）は重大な人権侵害であり、

その被害相談者のほとんどが女性となっています。DVの多くは家庭内で起こるために潜

在化しやすく、周囲の人々が気づかないうちに被害が深刻化しやすいという特徴の中で、

相談対応や、被害者とその家族の一時保護、経済的自立と精神面の支援など、関係機関が

連携して支援することが必要です。

　近年問題化している交際中の男女間の暴力（デートＤＶ）の予防啓発も重要です。
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１０　生涯を通じた男女の健康支援

府民一人ひとりが生涯にわたって健康な生活を送るためには、男女の生活スタイルや人生

の各時期（ライフステージ）に対応した適切な保健・医療、福祉の推進が必要です。

　妊娠・出産・子育て期について、周産期医療、母子保健体制の充実や、経済的負担の軽

減などが必要です。また、不妊に悩む男女のための支援や不妊治療も重要です。
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審議会等の委員の女性比率の推移（京都府及び全国）

◆参　考
図１

※京都府は当年度3月31日、都道府県平均は翌年度4月1日現在。

※内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況」及び京都府資料より作成
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民間企業の管理職の女性割合

図2
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週60時間以上働く人の割合（全国）

図4
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合計特殊出生率の推移

図5

「京都府保健福祉統計」より作成
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女性の子育ての負担感

図6

45.3 

29.1 

31.8 

43.4 

22.9 

27.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ひとり親のみ就労等 

共働き 

負担感大 負担感中 負担感小 

（一財）こども未来財団　「平成12年度子育てに関する意識調査事業調査報告書



総務省統計局「就業構造基本調査」（平成24年）より作成
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雇用形態の労働者割合（京都府）

図7
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男女別・年齢階層相対的貧困率（平成19年）

図8

 平成２２年版「男女共同参画白書」より作成
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京都府の配偶者からの暴力が関係する相談件数

図9

京都府府内の配偶者暴力相談支援センターの相談件数

（家庭支援総合センター、南部・北部家庭支援センター及び京都市ＤＶ相談支援センター）
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・婦人相談所から家庭支援総合センターへ機能拡充 

・南部・北部家庭支援センター設立 

・京都市ＤＶ相談支援センター設立
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